[bookmark: _GoBack]事業ＮＯ．３５
（実施要領）別記様式第３号（漁船乗組員救急救命推進事業関連）

                                        　 　実施計画協議書
             市町村振興総合補助金   　　 （事業計画書）　　　　　（附属資料）
                                         　　 （事業実績書）　　　　　　　　
（間接補助事業者の場合）
	
事業実施主体名
	
代表者氏名
	
所　在　地

	

	

	


	
構　　成　　員

	




１　補助対象漁船
	
漁業の種類
	
漁船名
	
操業地域
	
一航海当たりの日数
	
乗組員人数
	
備考

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	




２　ＡＥＤ・ＡＩＳ・ＥＰＩＲＢ・膨張式救命いかだ整備内容
	
ＡＥＤ整備計画（実績）台数
	
       　　　　　　　　　台

	
ＡＩＳ整備計画（実績）台数
	
       　　　　　　　　　台

	
ＥＰＩＲＢ整備計画（実績）台数
	
       　　　　　　　　　台

	
膨張式救命いかだ整備計画（実績）台数
	
　　　　　　　　　　　　 台



３　救急法等講習会計画（実績）
	
講習方法

	
研修時期

	
研修時間

	
講師人数

	
受講人数

	
直接実施以外の場合
委託先又は講習会実施先
	
備考


	

	

	

	

	

	

	


	

	

	

	

	

	

	



　講習方法欄には、「１主催（直接実施）」、「２主催（委託）」、「３講習会参加」のいずれかを記載すること

４　事業予算（決算）明細
　歳出
	
節　区　分
	
予算額(決算額)
	
算　出　基　礎(事　業　内　容)

	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	

	


	

	
              
	


	

	

	


	

	

	




５　確認資料
	□団体の規約・名簿　　□事業の収支予算書（決算書）　　
□ＡＥＤ・ＡＩＳ・ＥＰＩＲＢ・膨張式救命いかだ見積書（２社以上）　　　　　　　　　　　　　　□　カタログ
□漁業許可証の写し　　□船舶検査書の写し　　　　　　　□漁獲成績報告書提出状況総括表の写し　□　乗組員名簿
□講習会実施要綱、チラシ等実施の状況が確認できる書類　□領収書の写し等支出の状況が確認できる書類
□契約書の写し等委託内容が確認できる書類　　　　　　　□財産管理台帳


 注）確認資料については、県への提出は不要であるが、市町村においては、内容を確認の上、当該資料を保管すること。
	市町村名
	担当課名
	担当者名
	連絡先

	
	
	
	



